「環境影響評価及び事後調査に関する技術指針」の改定案
	当初

（環境配慮事項追加前）

（平成11年3月29日策定）
	現　行

（環境配慮事項追加後）

（平成18年1月31日最終改定）
	改　定　案


	第１章 総論

第１節　基本的事項（略）

第２節　環境影響評価及び事後調査の実施手順

　環境影響評価の実施にあたっては、まず、予測、評価の前提となる事業の種類、規模、土地又は施設の利用計画、工事計画等の事業計画を明らかにする必要がある。次に、事業実施に伴う環境影響の程度は、地域の生活環境、自然環境及び歴史的・文化的環境の状況並びに社会的状況によって異なることから、地域の概況を既往の資料等により把握した上で、環境に影響を及ぼすおそれのある行為（以下「環境影響要因」という。）を抽出し、技術指針で設定する環境項目から調査、予測及び評価する項目（以下「評価項目」という。）を選定するものとする。また、環境影響評価を実施する地域は、事業の種類、規模、地域の特性等を勘案して環境質の変化が予測される地域とする。

　技術指針に従って、各評価項目ごとに現況調査の内容、方法等を検討し、現況調査を実施した後、環境に与える影響の程度、範囲等を予測する。予測の結果、新たに環境保全のための措置が必要と判断される場合は、その内容を検討し、再度予測及び評価を行うものとする。

　事業の実施時又は実施後には、当該事業の実施が環境に及ぼす影響を把握するため、事業の種類、規模、環境影響の程度及び地域の環境の状況並びに予測の精度及び環境保全対策の実効性等を勘案して、事後調査の実施が必要と判断される項目を予測した項目から選定し、事後調査を実施する。事後調査の結果、予測し得なかった影響が明らかになった場合には、必要に応じて新たな環境保全対策の実施を検討するものとする。

　以上の各実施手順における基本となる事項を次に示す。

１　事業計画の作成

　事業計画の策定に当たっては、環境影響要因を幅広く捉えた上で、事業の実施場所、規模、施設計画、工事計画等それぞれの具体化の段階において、最新の知見を参考に環境保全に配慮を加え、大阪府環境総合　計画その他の環境保全に関する諸計画とも整合した環境保全上適切な事業計画となるよう努めるものとする。

　なお、環境影響評価の対象は、対象事業に係る事業活動その他の人の活動だけでなく、目的や実施時期が同じで事業全体を円滑に実施するために対象事業と調整がなされ一体不可分のものとして計画される事業（以下「関連事業」といい、対象事業と関連事業を合わせて「対象事業等」という。）に係る活動も含めることが必要である。

　以上の検討を踏まえ、事業計画について別表１に掲げる事項に関し、策定の経緯も含めできる限り具体的にとりまとめる。

表１　事業計画のとりまとめ事項
ア．対象事業の目的、内容

イ．対象事業の立地場所選定等の経緯

ウ．対象事業において造成・設置する土地・施設の規模、構造等の計画、汚染物質等の排出負荷、緑化計画及び環境保全対策の実施の方針

エ．対象事業により発生集中する人及び物の流れ

オ．対象事業に係る工事計画

カ．その他必要な事項
２～１０（略）
第３節　港湾環境影響評価の実施手順

　港湾環境影響評価は、港湾計画に定めようとする港湾開発等に係る事業活動等が港湾及びその周辺の地域の環境に及ぼす影響を事前に予測及び評価するものである。

　港湾計画は長期的かつ基本的な計画であり、土地利用等の細部を定めるものではないこと、予定される事業活動等の細部等は港湾計画段階では明らかになっていないこと、港湾開発等には港湾管理者以外の者が行う多くの事業活動が含まれていること等に鑑み、計画段階における環境影響評価として実施するものとする。

　その実施手順は、第２節の「環境影響評価及び事後調査の実施手順」に準じるものとするが、計画段階の環境影響評価として適切なものとなるよう、以下の取り扱いとする。

1　港湾計画に係る主要な港湾施設及び土地（以下「港湾施設等」という。）の存在及び供用に伴い行われることが予定される事業活動その他人の活動の中から、汚染物質等の排出、既存の環境を損ない又は変化させる行為等を環境影響要因として抽出するものとする。

2　予測の前提の設定に当たっては、港湾計画の内容及びその具体化の程度に整合する方法により行うものとし、影響を過少に予測することのないよう配慮する。

3　予測の対象は、新たに港湾計画に位置付けられる港湾施設等の存在及び供用からの影響を基本とし、既設の港湾施設等による環境への影響、既定計画による開発行為が及ぼす環境への影響はこれをバックグラウンドとして取り扱うものとする。

（以下、略）
	第１章 総論

第１節　基本的事項（略）

第２節　環境影響評価及び事後調査の実施手順


１　事業計画の作成

　事業計画の策定に当たっては、環境影響要因を幅広く捉えた上で、「第4節　事業計画策定に当たっての環境配慮の実施手順」に従って、最新の知見を参考に環境保全に配慮を加え、大阪府環境総合計画その他の環境保全に関する諸計画とも整合した環境保全上適切な事業計画となるよう努めるものとする。

　なお、環境影響評価の対象は、対象事業に係る事業活動その他の人の活動だけでなく、目的や実施時期が同じで事業全体を円滑に実施するために対象事業と調整がなされ一体不可分のものとして計画される事業（以下「関連事業」といい、対象事業と関連事業を合わせて「対象事業等」という。）に係る活動も含めることが必要である。

　以上の検討を踏まえ、事業計画について別表１に掲げる事項に関し、策定の経緯も含めできる限り具体的にとりまとめる。

　
表１　事業計画のとりまとめ事項
ア．対象事業の目的、内容

イ．対象事業の計画策定の経緯（環境配慮の内容を含む。）
ウ．対象事業において造成・設置する土地・施設の規模、構造等の計画、汚染物質等の排出負荷、緑化計画及び環境保全対策の実施の方針

エ．対象事業により発生集中する人及び物の流れ

オ．対象事業に係る工事計画

カ．その他必要な事項
２～１０（略）
第３節　港湾環境影響評価の実施手順

　港湾環境影響評価は、港湾計画に定めようとする港湾開発等に係る事業活動等が港湾及びその周辺の地域の環境に及ぼす影響を事前に予測及び評価するものである。

　港湾計画は長期的かつ基本的な計画であり、土地利用等の細部を定めるものではないこと、予定される事業活動等の細部等は港湾計画段階では明らかになっていないこと、港湾開発等には港湾管理者以外の者が行う多くの事業活動が含まれていること等に鑑み、計画段階における環境影響評価として実施するものとする。

　その実施手順は、第２節の「環境影響評価及び事後調査の実施手順」に準じるものとするが、計画段階の環境影響評価として適切なものとなるよう、以下の取り扱いとする。

1　計画策定段階における環境配慮は、港湾全体の基本計画を策定する港湾管理者が、港湾計画の位置、規模、形状及び土地利用計画を具体化する段階で可能な範囲で行うものとする。

2　港湾計画に係る主要な港湾施設及び土地（以下「港湾施設等」という。）の存在及び供用に伴い行われることが予定される事業活動その他人の活動の中から、汚染物質等の排出、既存の環境を損ない又は変化させる行為等を環境影響要因として抽出するものとする。

3　予測の前提の設定に当たっては、港湾計画の内容及びその具体化の程度に整合する方法により行うものとし、影響を過少に予測することのないよう配慮する。

4　予測の対象は、新たに港湾計画に位置付けられる港湾施設等の存在及び供用からの影響を基本とし、既設の港湾施設等による環境への影響、既定計画による開発行為が及ぼす環境への影響はこれをバックグラウンドとして取り扱うものとする。

（以下、略）
	


	当初

（環境配慮事項追加前）
（平成11年3月29日策定）
	現　行

（環境配慮事項追加後）

（平成18年1月31日最終改定）
	改　定　案





	６　環境負荷

環境配慮項目及び環境配慮事項

面整備

交通施設

供給処理

施設
埋立事業

建築物

港湾計画

６－１　温室効果ガス、オゾン層破壊物質

省エネルギー型機器、コージェネレーションシステム、余熱利用、地域冷暖房の採用などエネルギーの効率的な利用や、太陽光など自然エネルギーの利用に努めること。また、温室効果ガス及びオゾン層破壊物質の排出抑制に努めること。

○
○
○
○
○
６－２　廃棄物、発生土

事業活動により生じる廃棄物の発生抑制とともに、長期使用が可能な資材の使用に努めること。また、発生土の発生抑制に努めること。
○

○

○

○

○

　備考）表中の面整備、交通施設、供給処理施設、埋立事業、建築物、港湾計画は、それぞれ、表３の面整備事業、交通施設整備事業、供給処理施設整備事業、埋立事業、建築物、港湾計画のことであり　、○の付されている事項が当該事業の種類の区分に係る環境配慮事項である。




　



　　　　

　　　
　　　　


【方法書】　

　

　
　　




【準備書】　

　　



 【評価書】

備考１）この実施手順は、工事計画等が方法書作成後に策定される場合について示しているが、
工事計画等が方法書作成までに具体化する場合は、工事計画等策定に当たって配慮し
た内容を方法書、準備書及び評価書のそれぞれに記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　                                    　　　　　　

図　環境配慮の実施手順と関係図書の作成（港湾計画以外の場合）






　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　
【準備書】


　　　【評価書】
図　環境配慮の実施手順と関係図書の作成（港湾計画の場合）

	
３　 環境配慮の方法

(1) 調査の実施

　　事業計画地及び周辺地域における環境の概況を把握するため、入手が可能な文献・資料により調査を行うものとする。また、それに加えて環境に重大な影響を及ぼすおそれがある項目については、必要に応じて「現地調査」を行うものとする。
(2) 事業の実施場所、規模等の検討

　　事業の実施場所、規模等を具体化する段階で、必要に応じて複数案を比較するなどして、環境保全に配慮された事業計画となるよう検討するものとする。
(3) 環境配慮事項の選定

　　別表６に示す事業の種類の区分ごとに、別表７に示す計画策定に当たっての環境保全上の見地からの配慮について検討すべき事項（以下「環境配慮事項」という。）の中から、事業特性、(1)の調査により把握した地域特性を踏まえて、環境配慮事項を選定するものとする。ただし、事業が一般的とは言えない特殊な内容を含む場合や特筆すべき地域特性を持つ場合などは、別表７の環境配慮事項の内容にとらわれず、特別に環境配慮すべき事項を設定するものとする。

(4) 環境配慮の内容の検討

　　選定又は設定した環境配慮事項について、施設計画、工事計画等を具体化する段階で、具体的な環境配慮の内容を検討し、その結果を計画に反映するものとする。

(5) 方法書等への記載

ア．事業の実施場所、規模等を具体化する段階の複数案等

事業計画策定に当たって比較した複数案の内容、環境面から見た各案の長所・短所及び特に留意すべき環境影響の内容を、方法書、準備書及び評価書に記載するものとする。

記載する複数案は、環境への影響の回避又は低減の検討が可能なものとする。他の施策の組み合わせ等により対象事業の目的を達成できる案を検討した場合は、その案も記載するものとする。

なお、複数案を比較しなかった又は比較できなかった場合は、その理由を記載するものとする。
イ．環境配慮の内容等

計画に反映した環境配慮の内容及び計画の熟度に応じて検討しようとする環境配慮の内容は、方法書、準備書及び評価書に記載するものとする。

また、それに加えて、別表７に環境配慮事項として示されているにも係わらず、環境配慮事項として選定しなかった項目について、選定しなかった理由又は選定できなかった理由を、方法書、準備書及び評価書において明らかにするものとする。
環境配慮の実施手順及び関係する図書の作成について図に示すと次のとおりである。

別表６　事業の種類の区分


別表７　環境配慮事項








　





　　　　

　　　
　　　　


【方法書】　

　


　　　



【準備書】
　　




【評価書】
備考１）この実施手順は、施設計画、工事計画等が方法書作成後に策定される場合について示
しているが、それらが方法書作成までに具体化する場合は、それらの策定に当たって
配慮した内容を方法書、準備書及び評価書のそれぞれに記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　                                    　　　　　　

図　環境配慮の実施手順と関係図書の作成（港湾計画以外の場合）








　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


【準備書】


【評価書】
　　
図　環境配慮の実施手順と関係図書の作成（港湾計画の場合）

	


















































同　左





同　左





同　左





＜評価書に記載する環境配慮の事項＞


・評価書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容


・計画の熟度に応じて、評価書作成後に検討する環境配慮の内容





準備書作成後、評価書作成までに具体化する計画（工事計画等１））に関し、必要に応じて複数案を考慮するなど、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜準備書に記載する環境配慮の事項＞


・準備書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容


・計画の熟度に応じて、準備書作成後に検討する環境配慮の内容





同　左











同　左














方法書作成後、準備書作成までに具体化する計画内容（工事計画等１））に関し、必要に応じて複数案を考慮するなど、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜方法書に記載する環境配慮の事項＞


・方法書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容


・計画の熟度に応じて、方法書作成後に検討する環境配慮の内容





方法書作成までに具体化する計画内容（事業の実施場所、規模、主要施設計画等）に関し、必要に応じて複数案を考慮するなど、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





環境配慮事項の選定又は設定











調　　査


○環境の概況に係る調査


○現地調査（環境に重大な影響を及ぼす恐れがある要素について実施）





事業計画素案


①事業計画地の位置・面積・形状


②事業の規模・特性


③土地利用計画・施設計画　等


　





資料－３





























同　左





調　　査


○環境の概況に係る調査


○現地調査（環境に重大な影響を及ぼす恐れがある要素について実施）





計画素案


①計画地の位置・規模・形状


②土地利用計画





環境配慮事項の選定又は設定








準備書作成までに具体化する計画内容（計画地の位置・規模・形状、土地利用計画）に関し、必要に応じて複数案を考慮するなど、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜準備書に記載する環境配慮の事項＞


・準備書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容





＜評価書に記載する環境配慮の事項＞


・評価書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容








同　左





同　左





同　左





事業計画素案


①事業計画地の位置・面積・形状


②事業の規模・特性


③土地利用計画・施設計画　等


　





調　　査


○環境の概況に係る調査


○現地調査（環境に重大な影響を及ぼす恐れがある要素について実施）





方法書作成までに事業の実施場所、規模等を具体化する段階で、必要に応じて複数案を比較するなどして、環境保全に配慮された計画となるよう検討





環境配慮事項の選定又は設定











方法書作成までに施設計画、工事計画等を具体化する段階で、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜方法書に記載する実施場所、規模等の検討内容＞


・比較した複数案の内容、長所・短所及び留意すべき環境影響の内容


＜方法書に記載する環境配慮の事項＞


・方法書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容


・計画の熟度に応じて、方法書作成後に検討する環境配慮の内容





方法書作成後、準備書作成までに施設計画、工事計画等を具体化する段階で、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜準備書に記載する実施場所、規模等の検討内容＞


・比較した複数案の内容、長所・短所及び留意すべき環境影響の内容


＜準備書に記載する環境配慮の事項＞


・準備書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容


・計画の熟度に応じて、準備書作成後に検討する環境配慮の内容





準備書作成後、評価書作成までに施設計画、工事計画等を具体化する段階で、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜評価書に記載する実施場所、規模等の検討内容＞


・比較した複数案の内容、長所・短所及び留意すべき環境影響の内容


＜評価書に記載する環境配慮の事項＞


・評価書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容


・計画の熟度に応じて、評価書作成後に検討する環境配慮の内容





調　　査


○環境の概況に係る調査


○現地調査（環境に重大な影響を及ぼす恐れがある要素について実施）





計画素案


①計画地の位置・規模・形状


②土地利用計画





準備書作成までに計画地の位置、規模等を具体化する段階で、必要に応じて複数案を比較するなどして、環境保全に配慮された計画となるよう検討





環境配慮事項の選定又は設定








準備書作成までに、計画地の形状、土地利用計画を具体化する段階で、具体的な環境配慮について検討し、その結果を計画に反映





＜準備書に記載する計画地の位置、規模等の検討内容＞


・比較した複数案の内容、長所・短所及び留意すべき環境影響の内容


＜準備書に記載する環境配慮の事項＞


・準備書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容





＜評価書に記載する計画地の位置、規模等の検討内容＞


・比較した複数案の内容、長所・短所及び留意すべき環境影響の内容


＜評価書に記載する環境配慮の事項＞


・評価書作成までに、計画に反映した環境配慮の内容
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